
1 

資料５６ 
   

 
 

個人情報保護管理運営会議 付議事項 
 

 

件

名 

保健情報システム（対人系）等の地方公共団体情報システム標準化に対応し

た健康管理システムへの移行について 

 

 

内容は別紙のとおり 

 

要綱の根拠 

◇第3条第1項第3号（電算処理、外部結合、業務委託） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（担当部課：健康部健康政策課、健康づくり課、保健予防課、 

牛込保健センター、四谷保健センター、 

東新宿保健センター、落合保健センター 
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事業の概要 

事業名 
保健情報システム（対人系）等の地方公共団体情報システム標準化に対応した健

康管理システムへの移行 

担当課 
健康政策課、健康づくり課、保健予防課、牛込保健センター、四谷保健センター、

東新宿保健センター、落合保健センター 

目 的 

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」（令和３年法律第40号）（以

下「標準化法」という。）に基づき、現行の保健情報システム（対人系）及び一部

のホストコンピュータ処理業務を、標準化に対応したシステムへ移行し、安定した

保健衛生事務の継続及び地方公共団体の行政運営の効率化に寄与することを目的

とする。 

対象者 新宿区の保健事業の利用者 

事業内容 １ 概要 

 保健情報システム（対人系）は、各種保健事業（成人保健、母子保健、歯科保健、

精神保健、予防接種、難病対策、結核、保健相談）の情報管理を行うシステムであ

り、情報システム統合基盤及びイントラネット端末上で運用している。 

 令和３年９月に公布された「標準化法」において、各種保健事業のうち、成人保

健・母子（歯科）保健・精神保健・予防接種については標準化対象事務に指定され

ており、令和7年度末までに標準化基準（標準仕様書）に基づくシステムへの移行

が求められている。 

また、成人保健事業のうち 健康診査・がん検診・保健指導等の業務は、現在ホ

ストコンピュータシステムで処理しているが、同システムは令和６年度末に廃止予

定であるため、その前に新たなシステムへ移行する必要がある。 

そこで、現行の保健情報システム（対人系）及びホストコンピュータを利用した

一部の業務（健康診査・がん検診・保健指導等）について、令和７年１月までに国

の標準仕様に基づくシステム（健康管理システム）へ移行する。また、標準化対象

外事務（難病対策・結核・保健相談）に関しては、健康管理システムのパッケージ

として提供される密接関連業務システムへ移行し、一体的な情報管理・運用を行う。 

 なお、標準化法第 10 条により、標準準拠システムの利用においてはガバメント

クラウドの利用を第一に検討することとされており、セキュリティ面やコスト面等

が優れていることから、デジタル庁が提供するガバメントクラウド上にシステムを

構築し、運用を行う。 

 

２ 個人情報保護管理運営会議への付議内容    

(１) 電算処理 

 保健情報システム（対人系）の業務及びホストコンピュータで処理し

ている一部の保健業務を、標準化に対応した健康管理システムパッケー

ジ（密接関連業務システムを含む）に移行する。新システムは、デジタ

ル庁が提供するガバメントクラウド上に構築する。 

(２) 外部結合 

 健康管理システムの運用にあたり、ガバメントクラウド上に構築した

同システムに個人番号を含む個人情報を保管する。 

(３) 業務委託 

標準システムの構築、現行システムからの移行作業及び運用保守業務

を委託する。 

 

※個人情報の流れは、資料５６－１のとおり 
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別紙（個人情報処理システム開発・変更関係） 

◇電算処理（第3条第1項第3号） 

 

件名 保健情報システム（対人系）等の地方公共団体情報システム標準化に対応

した健康管理システムへの移行について 
 

保有課（担当課） 
健康政策課、健康づくり課、保健予防課、牛込保健センター、四谷保健センタ

ー、東新宿保健センター、落合保健センター 

登録業務の名称 

【健康政策課】保健師活動、家庭療養指導 

【健康づくり課】健康診査（成人健診）、がん検診、肝炎ウイルス、乳幼児健康診

査、歯科健康診査、保健指導 

【保健予防課】保健情報システム（結核）、医療費助成（精神障害者）、小児慢性

疾患医療費助成、難病医療費助成、予防接種法に基づく予防接種及び新宿区で

実施する任意予防接種、麻しん風しん抗体検査 

【各保健センター】骨粗しょう症予防検診、妊娠届出、乳幼児健康診査、歯科衛生

相談、精神障害者の医療助成等、保健情報システム(小児慢性医療費助成)、保

健情報システム(難病医療費助成) 、精神保健福祉手帳、出産・子育て応援事業、

保健師活動 

記録される情報項

目（だれの、どの

ような項目が、ど

このコンピュータ

に記録されるの

か） 

１ 個人の範囲 

新宿区の保健事業の利用者 

２ 記録項目 

資料５６－２のとおり 

３ 記録するコンピュータ 

健康管理システム（ガバメントクラウド上に移設） 

新規開発・追加・

変更の理由 

「標準化法」に基づいた健康管理システムの運用を実現し、安定した保健衛生事

務の継続及び地方公共団体の行政運営の効率化に寄与することを目的とする。 

新規開発・追加・

変更の内容 

 保健情報システム（対人系）で管理している各種保健業務及びホストコンピュー

タで処理している一部の保健業務を、新たにガバメントクラウド上に構築する「標

準化法」に準拠した健康管理システムへ移行する。 

なお、一部の標準化対象外事務（難病対策・結核・保健相談）に関しては、健康

管理システムのパッケージとして提供される密接関連業務システムへ移行し、ガバ

メントクラウド上で一体的な情報管理・運用を行う。 

（１）保健情報システム（対人系）業務 

   成人保健、母子保健、歯科保健、精神保健、予防接種、難病対策、結核、 

保健相談 

（２）ホストコンピュータ―処理業務 

   成人保健（健康診査・がん検診・保健指導、健診等委託料計算、各種通知印

刷） 

開発等を委託する

場合における個人

情報保護対策 

別紙チェックリストのとおり 

新規開発・追加・ 

変更の時期 

令和５年１１月～令和６年１２月まで（予定）移行期間 

令和７年１月から（予定）         本稼働 
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別紙（電子計算機の外部結合関係） 

◇外部結合（第3条第1項第3号） 

 

件名 地方公共団体情報システム標準化に対応した健康管理システムの外部結

合について 

保有課（担当課） 
健康政策課、健康づくり課、保健予防課、牛込保健センター、四谷保健セ

ンター、東新宿保健センター、落合保健センター 

登録業務の名称 

【健康政策課】保健師活動、家庭療養指導 

【健康づくり課】健康診査（成人健診）、がん検診、肝炎ウイルス、乳幼

児健康診査、歯科健康診査、保健指導 

【保健予防課】保健情報システム（結核）、医療費助成（精神障害者）、

小児慢性疾患医療費助成、難病医療費助成、予防接種法に基づく予防接

種及び新宿区で実施する任意予防接種、 

【各保健センター】骨粗しょう症予防検診、妊娠届出、乳幼児健康診査、歯

科衛生相談、精神障害者の医療助成等、保健情報システム(小児慢性医療

費助成)、保健情報システム(難病医療費助成) 、精神保健福祉手帳、出産・

子育て応援事業、保健師活動 

結合される情報項目（だ

れの、どのような項目か） 

１ 個人の範囲 

新宿区の保健事業の利用者 

２ 記録項目 

資料５６－２のとおり 

結合の相手方 デジタル庁（ガバメントクラウドの運用主体） 

結合する理由 

 標準化法第10条において、標準準拠システムの利用においてはガバメント

クラウドの利用を第一に検討することとされており、セキュリティ面やコス

ト面等が優れていることから、デジタル庁が提供するガバメントクラウドシ

ステムに構築する健康管理システムを利用する必要があるため。 

結合の形態 

情報システム課が提供する区イントラ端末から、ガバメントクラウド接続

サービスを利用して、健康管理システム等が構築されているガバメントクラ

ウドに結合する。 

結合の開始時期と期間 令和６年７月（予定）（次年度以降も、同様の外部結合を行う。） 

情報保護対策 別紙チェックリストのとおり 
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別紙（業務委託） 

◇業務委託（第3条第1項第3号） 

件名 地方公共団体情報システム標準化に対応した健康管理システムへの移行に

係る業務の委託について 
 

保有課(担当課) 
健康政策課、健康づくり課、保健予防課、牛込保健センター、四谷保健

センター、東新宿保健センター、落合保健センター 

登録業務の名称 

【健康政策課】保健師活動、家庭療養指導 

【健康づくり課】健康診査（成人健診）、がん検診、肝炎ウイルス、乳幼児健

康診査、歯科健康診査、保健指導 

【保健予防課】保健情報システム（結核）、医療費助成（精神障害者）、小児

慢性疾患医療費助成、難病医療費助成、予防接種法に基づく予防接種及び

新宿区で実施する任意予防接種、 

【各保健センター】骨粗しょう症予防検診、妊娠届出、乳幼児健康診査、歯科

衛生相談、精神障害者の医療助成等、保健情報システム(小児慢性医療費

助成)、保健情報システム(難病医療費助成) 、精神保健福祉手帳、出産・子育

て応援事業、保健師活動 

委託先 
株式会社両備システムズ（予定） 

（プライバシーマーク、ＩＳＯ２７００１取得） 

委託に伴い事業者に処理

させる情報項目（だれの、

どのような項目か） 

１ 個人の範囲 

新宿区の保健事業の利用者 

２ 記録項目 

資料５６－２のとおり 

処理させる情報項目の記

録媒体 
電磁的記録媒体（健康管理システム） 

委託理由 

 「標準化法」に基づき、住民の利便性の向上及び地方公共団体の行政運営

の効率化に寄与することを目的とする地方公共団体情報システムの標準化に

対応するため。 

 なお、現行の保健情報システム（対人系）は、プロポーザルを経て平成25

年４月から上記事業者のシステムを導入し、以後保守委託契約を締結してい

る。また、標準システム移行にあたり、令和５年２月に健康管理パッケージ

システムを保有し本区の保守対応可能なベンダー（１５社）に調査したとこ

ろ、令和7年 1月までに移行作業を実施可能なベンダーは上記事業者以外に

なかったため、本移行作業は同社に委託する予定である。 

 標準化法に基づく環境構築委託及び保守業務を行うにあたっては、高度な

専門技術や知識を有し、現行の保健情報システム等を熟知している上記事業

者に業務に委託することで、円滑な移行作業の実施が期待できる。 

委託の内容 

ガバメントクラウド上に「標準化法」に準拠した健康管理システムを構築

し、保健情報システム（対人系）及びホストコンピュータで管理している各

種保健情報を移行する作業を委託する。また、同システムの運用保守業務を

委託する。 

委託の開始時期及び期限 
 令和５年１１月から令和７年３月３１日まで（予定）（令和７年４月以降

も、運用保守業務委託を行う予定。） 

委託にあたり区が行う情

報保護対策 
別紙チェックリストのとおり 

受託事業者に行わせる情

報保護対策 
別紙チェックリストのとおり 

 


